
（別添）

団体名 小値賀町

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの
繰入金

一 般 会 計 2,954 2,887 67 66 4,266 44

普 通 会 計 2,954 2,887 67 66 4,266 44

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの
繰入金

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

496 467 30 0 0 36
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

521 501 20 20 0 47
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

488 460 28 28 66 29
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

325 311 13 13 0 48
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

115 117 3 3 602 49
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

62 63 2 2 33 21
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

281 286 3 3 1,855 99
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

23 22 0 0 128 22
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

106 105 2 2 844 55
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

137 144 0 0 876 21
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

15 15 0 0 6 1

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

　　　　　３．各項目毎に１０万円単位で四捨五入しているため、端数の関係で縦・横の計や形式収支が合わない場合がある。

　　　　　４．法非適用企業の歳入は収益的総収益と資本的収入の合計であり、繰越金等を含めていない。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

長崎県市町村総合事務組合 13,617 13,577 40 40 0 0.5%

長崎県市町村総合事務組合
（会館管理事業特別会計） 33 27 6 6 0 -

佐世保地域広域市町村圏組合 16 10 6 6 0 3.9%

佐世保地域広域市町村圏組合
（地方拠点基金事業特別会計） 27 26 1 1 0 -

長崎県市町村議会議員
公務災害補償等組合 71 71 0 0 0 1.9%

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金
（千円）

当該団体か
らの補助金
（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

小値賀交通（株） △ 2,098 2,582 17,000 8,000 0 -

（財）小値賀町担い手公社 3,799 114,642 20,000 18,421 0 -

オリエンタルエアブリッジ(株) △ 123,113 403,136 100 17,518 0 -

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

財政状況等一覧表（平成１７年度）
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